
大阪府より権限移譲された公害規制関係7法令及び大阪府条例に基づき市民に求められる生活環境の実現をめざす。

大阪府からの権限移譲前と同程度の水準での指導実績を確保する。

今後の
方向性

公害などの無いまちをつくる環境保全
環境調和都市

施
策
の
大
綱

環境経済部環境政策課

事業： 南河内広域公害対策事業 1330

04

整理
番号

施策分野(節) 施　　　　　策まちづくりの目標(章)

01第1章

目

的

総合
評価

妥当性

効率性

有効性

施策に
対する
貢献度

A

大阪府から移譲された七つの公害法令規制事務の処理については、専門
知識が必要であるが、南河内６団体の職員として２名の専門職員を共同
設置しており、合理的かつ効率性が高い。

A

大阪府から移譲された七つの公害法令規制事務の処理については、専門
知識が必要であるが、南河内６団体の職員として２名の専門職員を共同
設置しており、合理的かつ効率性が高い。

A
A

A

目

標

大阪府より権限移譲された公害規制関係法令及び大阪府条例に基づく公害規制７事務を南河内６市町村において適切
に運用する。

事業費（決算額）・財源

所管課

事業費（決算額）

総コスト

財
源
内
訳

平成27年度 平成26年度 増　減

平成27年度 平成26年度 増　減

職員数

再任用職員数

一般財源

17,764

1,483

2.10

0.00

7

0

0

1,476

一人あたり

世帯あたり 376

163

参
考

(円)

(円)

(人)

(人)

コスト情報・従事職員数

1,304

0

0

0

1,304

18,205

2.20

0.00

385

165

179

7

0

0

172

-441

-0.10

0.00

-9

-2

国府支出金

地方債

その他特定財源

事業の概要

評価

平成26年度

 (千円)

 (千円)

 (千円)

 (千円)

 (千円)

 (千円)

平成27年度

評
価
理
由

評
価
理
由

総合
評価

妥当性

効率性

有効性

施策に
対する
貢献度

A

A

A
A

A

人件費

公債費

内
訳

16,281

0

事業費（決算額） 1,483

16,901

0

1,304

-620

0

179 (千円)

 (千円)

 (千円)
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